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H26予算

事業の概要

長久手市耐震改修促進計画により、市内の地震による被害（死者数や経済被害額）を軽減させるために、住宅の
耐震化率を平成27年度までに9割にすることを目的とする。
地震発生時における非木造共同住宅の倒壊等による災害を誘発する建築物を補助制度を活用し、改修工事を
させることにより減少させる。なお、促進計画上の目標である9割以上の耐震化率は、確保されている。

他市町の実施状況
（近隣市町や先進都
市の状況等を具体的

に記載）

県内の25市町村が補助制度策定

非木造共同住宅耐震事業事業の名称事業番号 103

事業期間 事業開始年度 平成２０年度 終了（予定）年度 平成２７年度 12,879 100 11,696 0

総事業費

総事業費
（単位：千円）

H24予算 H24決算 H25予算 H25決算

0 0 0
事業の意図

（対象をどのような状
態にしたいか）

建築物を「耐震性あり」の状態まで耐震補強をしてもらう。

12,879 評価の見方
事業の対象

（だれ、何に対して）
昭和５６年５月３１日以前に着工された非木造共同住宅

う
ち

一般財源 3,220 25 2,924 0 3,345 現行どおり実施

国費・県費 9,659 75 8,772 0 9,534 事業の改善

0 0 他事業と統合

その他 0 0 運営主体の見直し

地方債 0 0 0

0 0 事業の廃止の検討受益者負担額 0 0 0

評価の説明H25実績 H25予算 H25決算 事業規模

H25目標値

手段
（いつ、どのような手段を使って）

意図
（対象をどのような状
態にしたいか）

成果指標
H24実績

単
位

成果指標の目標値
設定の根拠

4月～ 7月～ 10月～ 1月～ H26予算 事業費

事務事業の
実施結果

成果 事業費（単位：千円） 評価

①
非木造共同住宅耐
震診断費補助事業

昭和５６年５
月３１日以前
に着工され
た非木造共
同住宅

事業を構成する
事務事業

目的

対象
（だれ、何に
対して）

現行どおり実施していく。
耐震化率については、現在、９４％達成
しているため、現状維持とした。耐震診断することで

0

H24予算 H24決算
H25決算の主な内訳

（単位：千円）

評価

1,500 0
維持

1 1,500
維持

件
過去の実績から推移
した数値

1,500 100 A旧基準建築物の安全
性を確認することで
建替え・耐震改修の
促進を図る。

耐震診断0
件

耐震診断実施件
数

1

｢耐震性なし｣の建築
物を改修工事により｢
耐震性あり｣の状態に
改善する。

耐震改修設
計０件

建築物の耐震化
率を平成27年度
までに更に高め
る

現行どおり実施していく。
耐震化率については、現在、９４％達成
しているため、現状維持とした。耐震改修の案内をすることで

0 500 0
維持

1 500

0

件
過去の実績から推移
した数値

500 0

維持

③
非木造共同住宅耐
震改修費補助事業

非木造共同
住宅で耐震
診断結果が
「耐震性な
し」の建築物

10,879 0 A

②
非木造共同住宅耐
震改修設計費補助
事業

非木造共同
住宅で耐震
診断結果が
「耐震性な
し」の建築物

A

④

現行どおり実施していく。
耐震化率については、現在、９４％達成
しているため、現状維持とした。耐震改修の案内をすることで

0 9,696 0
維持

｢耐震性なし｣の建築
物を改修工事により｢
耐震性あり｣の状態に
改善する。

耐震改修0
件

建築物の耐震化
率を平成27年度
までに更に高め
る

0

件
過去の実績から推移
した数値

1 10,879
維持

事務事
業の改
善内容

事務事業 改善内容（H26以降に実施する内容）

H26以降新
規に実施す
る事務事業

事務事業 事業概要


